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（別添） 

ＡＶ出演強要問題の被害者保護のための法律条文 

 

民法（明治二十九年法律第八十九号） 

 

 

（公序良俗） 

第九十条 公の秩序又は善良の風俗に反する法律行為は、無効とする。 

 

（錯誤） 

第九十五条 意思表示は、次に掲げる錯誤に基づくものであって、その錯誤が法律行為の

目的及び取引上の社会通念に照らして重要なものであるときは、取り消すことができ

る。 

一 意思表示に対応する意思を欠く錯誤 

二 表意者が法律行為の基礎とした事情についてのその認識が真実に反する錯誤 

２ 前項第二号の規定による意思表示の取消しは、その事情が法律行為の基礎とされてい

ることが表示されていたときに限り、することができる。 

３ 錯誤が表意者の重大な過失によるものであった場合には、次に掲げる場合を除き、第

一項の規定による意思表示の取消しをすることができない。 

一 相手方が表意者に錯誤があることを知り、又は重大な過失によって知らなかった

とき。 

二 相手方が表意者と同一の錯誤に陥っていたとき。 

４ 第一項の規定による意思表示の取消しは、善意でかつ過失がない第三者に対抗するこ

とができない。 

 

（詐欺又は強迫） 

第九十六条 詐欺又は強迫による意思表示は、取り消すことができる。 

２ 相手方に対する意思表示について第三者が詐欺を行った場合においては、相手方がそ

の事実を知り、又は知ることができたときに限り、その意思表示を取り消すことができ

る。 

３ 前二項の規定による詐欺による意思表示の取消しは、善意でかつ過失がない第三者に

対抗することができない。 

 

（履行の強制） 

第四百十四条 債務者が任意に債務の履行をしないときは、債権者は、民事執行法その他

強制執行の手続に関する法令の規定に従い、直接強制、代替執行、間接強制その他の方

法による履行の強制を裁判所に請求することができる。ただし、債務の性質がこれを許

さないときは、この限りでない。  
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消費者契約法 (抄)（平成十二年法律第六十一号） 

 

（消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示の取消し） 

第四条 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に

対して次の各号に掲げる行為をしたことにより当該各号に定める誤認をし、それによっ

て当該消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すこと

ができる。 

一 重要事項について事実と異なることを告げること。当該告げられた内容が事実であ

るとの誤認 

二 （略） 

２ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対し

てある重要事項又は当該重要事項に関連する事項について当該消費者の利益となる旨を

告げ、かつ、当該重要事項について当該消費者の不利益となる事実（当該告知により当

該事実が存在しないと消費者が通常考えるべきものに限る。）を故意又は重大な過失によ

って告げなかったことにより、当該事実が存在しないとの誤認をし、それによって当該

消費者契約の申込み又はその承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができ

る。ただし、当該事業者が当該消費者に対し当該事実を告げようとしたにもかかわらず、

当該消費者がこれを拒んだときは、この限りでない。 

３ 消費者は、事業者が消費者契約の締結について勧誘をするに際し、当該消費者に対し

て次に掲げる行為をしたことにより困惑し、それによって当該消費者契約の申込み又は

その承諾の意思表示をしたときは、これを取り消すことができる。 

一 当該事業者に対し、当該消費者が、その住居又はその業務を行っている場所から退

去すべき旨の意思を示したにもかかわらず、それらの場所から退去しないこと。 

二 当該事業者が当該消費者契約の締結について勧誘をしている場所から当該消費者が

退去する旨の意思を示したにもかかわらず、その場所から当該消費者を退去させない

こと。 

三～八 （略） 

４、５（略） 

 

（消費者が支払う損害賠償の額を予定する条項等の無効） 

第九条 次の各号に掲げる消費者契約の条項は、当該各号に定める部分について、無効と

する。 

一 当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を予定し、又は違約金を定める条項であ

って、これらを合算した額が、当該条項において設定された解除の事由、時期等の区分

に応じ、当該消費者契約と同種の消費者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均

的な損害の額を超えるもの 当該超える部分 

二  （略） 

 

（消費者の利益を一方的に害する条項の無効） 

第十条 消費者の不作為をもって当該消費者が新たな消費者契約の申込み又はその承諾の

意思表示をしたものとみなす条項その他の法令中の公の秩序に関しない規定の適用によ

る場合に比して消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する消費者契約の条項で

あって、民法第一条第二項に規定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害する

ものは、無効とする。 
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刑法（明治四十年法律第四十五号） 

 

（強制わいせつ） 

第百七十六条 十三歳以上の者に対し、暴行又は脅迫を用いてわいせつな行為をした者は、

六月以上十年以下の懲役に処する。十三歳未満の者に対し、わいせつな行為をした者も、

同様とする。 

 

（強制性交等） 

第百七十七条 十三歳以上の者に対し、暴行又は脅迫を用いて性交、肛門性交又は口腔性

交（以下「性交等」という。）をした者は、強制性交等の罪とし、五年以上の有期懲役に

処する。十三歳未満の者に対し、性交等をした者も、同様とする。 

 

（淫行勧誘） 

第百八十二条 営利の目的で、淫行の常習のない女子を勧誘して姦淫させた 

者は、三年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

 

（暴行） 

第二百八条 暴行を加えた者が人を傷害するに至らなかったときは、二年以 

下の懲役若しくは三十万円以下の罰金又は拘留若しくは科料に処する。 

 

（逮捕及び監禁） 

第二百二十条 不法に人を逮捕し、又は監禁した者は、三月以上七年以下の懲役に処する。 

 

（脅迫） 

第二百二十二条 生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知 

して人を脅迫した者は、二年以下の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して人 

を脅迫した者も、前項と同様とする。 

 

（強要） 

第二百二十三条 生命、身体、自由、名誉若しくは財産に対し害を加える旨を告知して脅

迫し、又は暴行を用いて、人に義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害した者

は、三年以下の懲役に処する。 

２ 親族の生命、身体、自由、名誉又は財産に対し害を加える旨を告知して脅迫し、人に

義務のないことを行わせ、又は権利の行使を妨害した者も、前項と同様とする。 

３ 前二項の罪の未遂は、罰する。 
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労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の 

保護等に関する法律（昭和六十年法律第八十八号） 

 

第五十八条 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で労働者派 

遣をした者は、一年以上十年以下の懲役又は二十万円以上三百万円以下の罰 

金に処する。 
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職業安定法（昭和二十二年法律第百四十一号） 

 

第六十三条 次の各号のいずれかに該当する者は、これを一年以上十年以下 

の懲役又は二十万円以上三百万円以下の罰金に処する。 

一 暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段によつて、職業紹

介、労働者の募集若しくは労働者の供給を行つた者又はこれらに従事した者 

二 公衆衛生又は公衆道徳上有害な業務に就かせる目的で、職業紹介、労働者の募集若

しくは労働者の供給を行つた者又はこれらに従事した者 
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労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号） 

 

（強制労働の禁止） 

第五条 使用者は、暴行、脅迫、監禁その他精神又は身体の自由を不当に拘束する手段に

よつて、労働者の意思に反して労働を強制してはならない。 

 

（賠償予定の禁止） 

第十六条 使用者は、労働契約の不履行について違約金を定め、又は損害賠償額を予定す

る契約をしてはならない。 

 

第百十七条 第五条の規定に違反した者は、これを一年以上十年以下の懲役又は二十万円

以上三百万円以下の罰金に処する。 

 

第百十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、六箇月以下の懲役又は三十万円以下の

罰金に処する。 

一 第三条、第四条、第七条、第十六条、第十七条、第十八条第一項、第十九条、第二

十条、第二十二条第四項、第三十二条、第三十四条、第三十五条、第三十六条第六

項、第三十七条、第三十九条（第七項を除く。）、第六十一条、第六十二条、第六十四

条の三から第六十七条まで、第七十二条、第七十五条から第七十七条まで、第七十九

条、第八十条、第九十四条第二項、第九十六条又は第百四条第二項の規定に違反した

者 

二～四 （略） 


